
Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
健
康
へ
の
影
響
大

反
対
世
論
高
め
れ
ば
離
脱
は
可
能

基基  
軸軸
日
本
の
行
方
と

日
本
の
行
方
と

新新  

福福  

祉祉  

国国  

家家
❺❺

京
都
大
学
大
学
院
教
授　

岡
田
知
弘

京
都
大
学
大
学
院
教
授　

岡
田
知
弘

　

安
倍
自
民
党
総
裁
は
、
昨

年
末
の
総
選
挙
の
際
に
「
Ｔ

Ｐ
Ｐ
断
固
反
対
」
と
公
約
し

て
い
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

政
権
を
執
る
や
否
や
Ｔ
Ｐ
Ｐ

（
環
太
平
洋
経
済
連
携
協

定
）
交
渉
へ
の
参
加
を
表
明

し
た
。
安
倍
首
相
は
、「
聖

域
」
確
保
が
可
能
と
な
っ
た

か
ら
だ
と
し
た
が
、
米
国
側

の
文
書
に
は
逆
に
日
本
が
例

　

も
と
も
と
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
、

２
０
１
０
年
１
月
に
オ
バ
マ

大
統
領
が
５
年
間
で
輸
出
を

倍
増
し
、
雇
用
を
２
０
０
万

人
に
増
や
す
計
画
を
発
表

し
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
他

３
カ
国
に
よ
る
既
存
の
Ｔ
Ｐ

Ｐ
の
拡
大
を
図
り
、
９
カ
国

国
民
が
犠
牲

　

そ
の
際
、「
１
・
５
％
の
農

業
の
た
め
に
98
・
５
％
が
犠

牲
に
な
っ
て
も
い
い
の
か
」

と
い
っ
た
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

が
、
マ
ス
コ
ミ
総
が
か
り
で

行
わ
れ
た
。
し
か
し
、
Ｔ
Ｐ

化
に
加
え
、
政
府
や
地
方
自

治
体
に
よ
る
公
共
調
達
、
環

境
や
食
品
の
安
全
規
制
の
緩

和
も
含
む
多
分
野
に
わ
た
る

国
境
障
壁
を
限
り
な
く
低
め

る
こ
と
を
め
ざ
し
て
い
る
。

い
わ
ば
米
日
多
国
籍
企
業
に

と
っ
て
活
動
の
し
や
す
い
制

で
も
、
食
品
や
医
薬
品
の
安

全
基
準
の
大
幅
緩
和
、
外
国

人
労
働
力
の
規
制
緩
和
等
を

通
し
て
、
私
た
ち
の
命
と
健

康
、仕
事
、国
土
に
甚
大
な
影

響
を
与
え
る
こ
と
に
な
る
。

　

し
か
も
、
多
国
籍
企
業
が

投
資
障
壁
だ
と
国
際
法
廷
に

訴
え
れ
ば
、
制
度
撤
廃
と
多

額
の
賠
償
金
も
取
得
で
き
る

Ｉ
Ｓ
Ｄ
（
投
資
家
と
国
家
の

紛
争
処
理
）条
項
も
加
わ
る
。

い
わ
ば
、
０
・
01
％
の
多
国

籍
企
業
の
利
益
の
た
め
に
、

圧
倒
的
多
く
の
国
民
が
犠
牲

に
な
る
仕
組
み
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
の
内

容
に
つ
い
て
は
発
効
後
４
年

間
、
国
民
に
対
し
て
も
非
公

開
に
す
る
と
い
う
、
国
民
主

権
も
国
家
主
権
も
蹂
躙
す
る

取
り
決
め
が
あ
る
こ
と
も
判

明
し
て
い
る
。
真
実
が
次
第

に
明
ら
か
に
な
る
な
か
で
、

各
地
で
農
林
水
産
関
係
者
だ

け
で
な
く
、医
療
関
係
者
、消

費
者
、
自
治
体
関
係
者
の
協

同
に
よ
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
反
対
運
動

の
輪
が
急
速
に
広
が
っ
て
い

る
。
圧
倒
的
多
く
の
国
民
の

声
を
集
め
れ
ば
Ｔ
Ｐ
Ｐ
か
ら

の
離
脱
は
可
能
で
あ
る
。
こ

の
国
の
未
来
の
た
め
に
、
判

断
を
誤
っ
て
は
な
ら
な
い
。

 

お
か
だ
・
と
も
ひ
ろ　

１
９

５
４
年
生
ま
れ
。
京
都
大
学

大
学
院
経
済
学
研
究
科
博
士

後
期
課
程
修
了
後
、
岐
阜
経

済
大
学
講
師
・
助
教
授
を
経

て
、
現
職
。
京
都
大
学
公
共

政
策
大
学
院
院
長
。

外
な
き
関
税
撤
廃

を
受
け
入
れ
た
う

え
非
関
税
障
壁
の

撤
廃
に
つ
い
て
日

米
協
議
を
継
続
す

る
と
記
さ
れ
て
い

た
。
す
で
に
、日
本
政
府
は
、

事
前
交
渉
段
階
で
狂
牛
病
対

策
を
目
的
に
し
た
食
肉
輸
入

規
制
を
撤
廃
し
て
お
り
、
米

国
側
か
ら
Ｔ
Ｐ
Ｐ
「
入
場

料
」
の
追
加
要
求
が
な
さ
れ

る
可
能
性
が
大
で
あ
る
。

交
渉
を
開
始
し
た
こ
と
が
発

端
で
あ
る
。
そ
の
後
、
日
本

の
菅
首
相
（
当
時
）
と
日
本

経
団
連
、
そ
し
て
大
手
マ
ス

コ
ミ
が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加
を

声
高
に
主
張
し
は
じ
め
た
の

で
あ
る
。

Ｐ
は
農
産
物
の
関
税
撤
廃
を

タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
協
定
で

は
な
い
。
交
渉
で
は
、
す
べ

て
の
モ
ノ
や
サ
ー
ビ
ス
貿

易
、金
融
・
医
療
の
自
由
化
、

各
種
非
関
税
障
壁
の
廃
止
、

投
資
、
労
働
力
移
動
の
自
由

度
空
間
に
統
一
す
る
こ
と
を

ね
ら
っ
た
も
の
で
あ
る
。

　

し
た
が
っ
て
、
そ
の
影
響

は
、農
林
漁
業
だ
け
で
な
く
、

あ
ら
ゆ
る
産
業
、
共
済
を
含

む
金
融
分
野
、
医
療
・
サ
ー

ビ
ス
分
野
に
及
ぶ
。
生
活
面


